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就労について、障がいをオープンにすると採ってもらえないのではと不安に思いますが。





○個別支援計画により、支援を必要とする内容を共通理解することで就労につながる例、ハローワークに発達障がいがあると相談したうえで、ハローワークによる職場適応訓練を受けながら就労につながった例もあります。


○必要な支援内容等について相手に理解を得ることで、就労、そして就労後の適切な支援につながると思います。個々の子ども毎に必要とする支援等が異なりますので、各学校の進路担当や特別支援学校就労サポーター、障害者就業・生活支援センター、鳥取障害者職業センター等の関係機関と相談しながら考えていきましょう。





中学卒業後から高校入学の際の支援内容等の引継ぎがしっかりとなされるようにしてほしいです。





○高校入試へ配慮を希望する場合、特別措置願Ⅰが出された時点で伝わっていますが、保護者を交えての支援に係る具体的な引継ぎ、話し合いは、合格発表後にその高校への進学が決まってからとなります。


○校内で支援会議等を行い、必要な支援を行うための話し合いを重ねていきます。保護者の方からも必要な支援に係る情報をいただけるとありがたいと思います。





知的障がいのない発達障がいの子どもですが、療育手帳がないと高等特別支援学校に入学できないのですか。





○特別支援学校高等部（知的障がい）入学要件として必要になるのは、知的障がいを証明する医師の診断書か療育手帳、就学指導委員会の判定、知的障がい特別支援学級在籍のいずれかです。高等特別支援学校の入学資格については検討中です。少なくとも知的障がいのあることは条件であると考えてください。


○高等特別支援学校は知的障がいの軽い生徒を対象とし、就労や社会的自立をめざす高等部だけの特別支援学校となります。知的障がいのない発達障がいの場合は、特別支援学校高等部でなく高校に進学することとなります。


○本人の様々な能力や適性、興味関心、将来の希望や社会的自立を見据えながら、本人、保護者の方と各中学校の先生等で相談しながら進路や将来について考えることが大切です。





○現在あるサービスで使えるものは使っていただきながら、不足していると思われることは、必要となる具体的な内容や利用ニーズの数等を市町村や事業所へ伝えていくことが大切になると考えています。


○外とのつながりということでは、障がい福祉サービス以外にも、例えば地域にも水泳教室やハイキング等の色々な活動がありますし、子どもの興味が持てる活動への参加も大切ではないかと思います。県では障がいへの配慮を理解してちょっとした手助けをする「あいサポーター」を広げていくよう取り組んでいきます。





障がいのある子どもの学校卒業後、または在学中の休日の居場所を充実させてほしいです。外とのつながりがきれないように。
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○放課後児童クラブは市町村及び社会福祉法人等が実施主体となっています。障がい児受入については実施主体となる市町村等が専門的知識を有する指導員等を配置できるよう、県による補助制度を実施しています。


○支援を必要とする内容や放課後児童クラブへの移動方法等、受入に係る体制が整えば、どの市町村等も基本的に受け入れることができます。最寄りの市町村等にご相談ください。





放課後児童クラブについて、障がいのある児童の預かりの状況を教えてください。





○各高校では、その学校における支援内容を一律に決めているのでなく、特別支援教育校内委員会や支援会議等を開き、それぞれの生徒の状況をもとに、必要となる支援内容を検討して、生徒個々に応じた支援を行っています。


○特別支援教育に係る教職員の共通理解を図るため、学校独自の研修に加え、LD等専門員を派遣し、全ての県立高校で校内研修を行っているところです。


○県立高校入学者選抜実施要項に、身体等に障がいのある生徒については「各検査に当たり、それらの生徒の個々の事情に応じて配慮をする」と定めています。配慮を希望する場合は、入学志願書に「特別措置願Ⅰ」を添付して中学校長に提出することで、高等学校長へ提出されます。高等学校長と県教育委員会の協議により配慮事項が決定します。





幼児期から学齢期における子どもの支援グループ　No2
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○補聴器の維持に係る費用については、補装具給付に係る助成となりますので、最寄りの市町村にご相談ください。


○なお、県では、身体障害者手帳の交付対象とならない程度である場合、補聴器の購入には給付等支援が受けられず、保護者の方の経済的負担が大きいという課題があると把握しており、助成制度を早期に設けるように検討しています。最初から十分な内容とは言えないスタートになるかもしれませんが、購入に係る費用助成の実施に向けて進めていきたいと考えています。








子どもが補聴器を使っているのですが、補聴器の維持にはかなりの費用がかかります。費用の助成を検討してほしいです。





各高校においてどんな支援があるのか、支援内容を教えてください。


また、高校入試における配慮、支援について教えてください。





平成2２年度　特別な支援を必要とする子どもたちを語る会








意見交換で話題になったことを


いくつか紹介します








８月１９日(木)日野総合事務所


９月　８日(水)西部総合事務所


９月１４日(火)倉吉体育文化会館


１０月 ２日(土)福祉人材研修センター








○学校教員については、初任者、５年経験者等の全員受講研修の中に障がいに関わる内容を設定するとともに、特別支援教育主任等、関係職種の先生は全員受講する研修を設定する等、研修を受講する機会を多く設けて特別支援教育に係る資質向上を図っています。


○また、特別支援学校教諭免許取得とともに特別支援教育の資質向上をめざして県教育委員会で免許法認定講習を実施しており、小、中学校にあわせて高校の先生の受講希望者が年々増えています。


○放課後児童クラブ、児童館職員の研修については県で年数回実施しており、発達障がいに関する内容を設定することがあります。市町村で研修を行っているところもあります。





学校の先生や放課後児童クラブ、児童館の職員の方には障がいに関わる研修を深めてほしいですが、研修はどのように受けておられますか。





○生涯を通じた支援体制を考えると、福祉、保健、教育、就労、医療等、関係分野の取組があり、連携による支援体制整備が必要となります。


○幼児期は保健師、学齢期は学校等、各時期のキーマンを中心に必要な支援が行われるよう関係機関等が連携を図り、成長に応じて支援が引き継がれる体制整備を進めています。


○何よりも、よりよい支援をめざして保護者と関係の者、機関がみんなで話し合うことが大切だと思います。担当者を決めてしまうのでなく、関係分野が連携しながら取り組むよう啓発を進めています。


○会の中で「幼児期から学齢期に支援がうまく引き継がれた」と保護者の方から紹介いただいた例もありました。そんな声が増えていくよう、引き続き取り組んでいきます。





幼児期、学齢期、青年期と子どもは成長しますが相談はずっと必要ですし、生涯を通じて一貫して相談に乗ってもらえる者があるとよいと思っています。





○学習が遅れがちであったり、欠席が多い等の生徒については、目標達成に向けた支援を行うため、個別指導や補充事業、補習等を行っています。しかし、各高校で行う教育活動は、全ての生徒について同じ基準で判断することを基本としています。











発達障がいがある子どもについて、高校入学後、不得意教科があるとか遅刻が多い等の場合も健常者と同じレベルで判断されますか。また、それに対してどんな支援がありますか。








○療育機関で受けてきた支援内容を就学後に引き継ぐとともに、学校での指導に活かしていくことが、子どもにも保護者にも分かりやすく、成長段階に応じた適切な支援につながります。


○保護者と学校、専門機関等で話し合ったことを個別の教育支援計画等で整理していくことで、支援に係る共通理解が図られ、指導・支援が一貫して引き継がれていきます。





特別支援学校の指導について、療育機関の専門性を取り入れるよう連携を図ってもらい、支援が一貫して引き継がれてとてもよかったです。





























青年期における


子どもの支援グループ








幼児期から学齢期における


子どもの支援グループ
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障害者職業センターや社会福祉法人等のジョブコーチだけでなく、企業に所属するジョブコーチがいるとのことですが、配置状況について教えてください。








○第２号ジョブコーチと呼んでおり、現在、２つの企業に配置されています。








